
     【機密性２】  

河川部関係地震災害体制発令基準 
 

体制 
区分 

河川部関係地震対策本部（河川部） 河川関係地震対策部（事務所） 

注
意
体
制 

①一の河川関係事務所が注意体制を発令した場合 
②管内において震度４の地震が発生した場合 
③気象庁が管内において津波注意報を発表した場
合 
④管内で大規模河道閉塞の発生に関する情報を得
た場合 
⑤本部長が必要と認める場合 
 

①事務所管内において震度４の地震が発生し
た場合（事務所管内に直轄管理のダム、堰、
砂防施設が無い場合は震度５弱） 
②気象庁が事務所管内において津波注意報を
発表した場合 
③対策部長が必要と判断した場合 
④対策本部長が指示した場合 

警
戒
体
制 

①管内で震度５弱または５強の地震が発生した場
合 
②気象庁が管内の地域で津波警報を発表した場合 
③いずれかの河川関係事務所が警戒体制を発令し
た場合 
④管内で大規模河道閉塞に伴う重大な土砂災害の
発生のおそれがあり土砂災害防止法に基づく緊急調
査を行う場合 
⑤本部長が必要と認める場合 

①事務所管内において震度５弱又は震度５強
の地震が発生した場合（事務所管内にダム、
堰、砂防施設が無い場合は震度５強）②気象
庁が事務所管内において津波警報を発表した
場合 
③対策部長が必要と判断した場合 
④本部長が指示した場合 

非
常
体
制 

①管内において震度６弱以上の地震（ただし、大阪
市内にあっては震度５強以上の地震）が発生した場
合 
②気象庁が管内において大津波警報を発表した場
合 
③重大な被害が発生又は発生のおそれがある場合 
④本部長が必要と認める場合 
⑤災害対策本部長が指示した場合 

①事務所管内において震度６弱以上の地震が
発生した場合②気象庁が事務所管内において
大津波警報を発表した場合 
③重大な被害が発生した場合又は発生のおそ
れがある場合 
④対策部長が必要と判断した場合 
⑤本部長が指示した場合 

 
＊管内とは直轄沿川及び保有施設周辺の市町村の区域とし対象とする地震観測所は、別に定める河川関
係事務所管内の観測地点とする。 






